
１　総括

（１）人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数については、令和２年４月１日現在の人数である。また、臨時講師、再任用職員（短時間勤務）及び
　　　　会計年度任用職員を含まない。
      ３　給与費計には臨時講師分及び再任用職員（短時間勤務）分が含まれているが、会計年度任用職員分は含まれていない。
　　　４　括弧書きの値は臨時講師分を給与費計から除いたもので算出している。

（３）ラスパイレス指数の状況

(注）１　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）

　　　 を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算し

　　　 た指数。

　　 ２　（）書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指す。地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を

　　　 加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラス　　

　　　 パイレス指数。

　　　（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の支給基準に基づく地域手当支給率）

　 　　　 により算出。）
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（４）給与改定の状況

①月例給

　　　　　　　

②特別給（期末・勤勉手当）

　　　　　　　

（５）給与制度の総合的見直しの実施状況について

①給料表の見直し

［　　実施　　　未実施　　］

　実施内容（平均引下げ率、実施時期、経過措置の有無等具体的な内容）

（給料表の改定実施時期）平成２７年４月１日

（内容）一般行政職の給料表について、国と同じく平均２％引下げ。激変緩和のため、５年間（令和２年３月３１日ま

　　　　で）の経過措置（現給保障）を実施。

　　　　他の給料表については、一般行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。

②地域手当の見直し

　実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合）

（支給割合）国と同様の見直しを実施済（本県内に支給対象地域はなし）

（実施時期）平成２７年４月１日

③その他の見直し内容

　管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施済み。（平成２７年４月１日実施）

（６）特記事項

特になし

　【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給割合の見直し等
に取組むとされている。
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（注）「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラス
     パイレス比較した平均給与月額である。
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（注）「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員
     の支給月数」は期末手当及び勤勉手当の年間支給月数である。
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和３年４月１日現在）

　　　①一般行政職
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　　　②技能労務職
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【給与水準の適正化の取組】

308,005

年収ベース（試算値）の比較
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-－
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区　　分

2.06

250,300

－

※平成１８年４月１日から、給料表の水準を平均４．８％引下げる給与構造改革を実施している。

6,698,090

3,186,100
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1.06

1.81

-50.9

3,034,300
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　　大分県

※民間（事務補佐は一般行政職との比較）

322,084

-

229,500

58.9

うち運転手

（国比較ベース）

国 43.0
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352,746

－

350,950

平均年齢

42.8 414,254

325,827

うち学校給食員

176

6,258,939

　 　一般行政事務を行わせるために、全員を一斉に行政職に切り替える動きもあるが、能力検証が不十分なまま、公権力の行
　使も伴う行政職に切り替えることが妥当なのかどうかという問題があるため、能力実証ができるまでの過渡的な措置として、技
　能労務職員の身分のまま、一般行政事務を行う職。

　○「事務補佐」とは…
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平　均　年　齢
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55.8
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※現業業務の見直しにより過員となった技能労務職員については、「事務補佐」（※）として一般行政事務に従事しており、現業業務に
　は全く従事していないので、民間の同業職種との比較をすることは困難である。
　　したがって、比較対象職種は、同じ業務に従事する本県の「一般行政職員」としている。

※本県では、これまで時代に合わなくなった現業業務の見直しを実施している。
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※参考（事務補佐は一般行政職との比較）

※「事務補佐」のメリット
　　技能労務職員が一般行政分野の業務に従事することで、
　　 ①一般行政分野の定数を削減する効果がある。
  　 ②一般行政職よりも給与水準が低い技能労務職が、一般行政事務に従事することにより、総人件費を抑制する効果がある。
   　③「事務補佐」として一般行政事務での経験を積んだうえで、人事委員会が実施する準採用試験（行政職初級レベル以上）を
　　　　受け、行政職へ任用替えを実施しているので、行政職への一斉切替と違い不適応者の発生を回避できる。

315,772

－

-

※平成１７年４月１日から、給料表の水準を全国中位まで引下げる（約△１０％）とともに、給料表を通し号給制から職務内容に応じた５級制
　に移行。なお、新給料表への切替にあたっては、現給保障せずに１万円程度引下げたうえで切替を実施。

－－
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　　　③高等（特別支援・専修・各種）学校教育職

歳 円 円

歳 円 円

　　　④小・中学校（幼稚園）教育職

歳 円 円

歳 円 円

　　　⑤警 察 職

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、令和３年４月１日現在における職種ごとの職員の基本給の平均である。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　　　 
　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお
　　　　いて明らかにされているものである。　
　　　　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時
　　　　間外勤務手当等を除いたもの）で算出している。

（２）職員の初任給の状況（令和３年４月１日現在）
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円 円

円 円

円 円

円 円
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（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和３年４月１日現在）
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38.6

大分県
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182,200

166,100

一 般 行 政 職

高　校　卒

410,573

一般行政職

高　校　卒

高　校　卒

中　学　卒

区　　分

高　校　卒

176,500

大分県

320,029

警 察 職

大　学　卒

技 能 労 務 職

高　校　卒

－

高　校　卒

大　学　卒

小・中学校教育職

大　学　卒

398,972

国

211,400

373,466

210,800

323,499

－

－

高　校　卒

中　学　卒

大　学　卒

大　学　卒

大　学　卒

340,000

247,832

経験年数１０年

152,700

高 等 学 校 教 育 職

311,205

高　校　卒

高　校　卒

348,077

経験年数２０年

324,804

平均給料月額

国

平均年齢 平均給与月額

平均給料月額

433,607

44.8

42.3

361,492

385,315

355,651

461,882

平均給与月額

－

大　学　卒

平均給与月額

47.3

41.4

154,900

44.9

都道府県平均

354,027

434,581

398,529

大　学　卒

平均年齢

208,600

－

経験年数３０年経験年数２５年

（国比較ベース）

－

435,314

397,514396,413

385,939

296,577

410,664

423,687

－

大　分　県

－

351,400

－

265,629

－

448,178

－

150,600

378,869

－

－

391,354

188,700

－

308,135

356,106

－

210,800

223,838

314,304

377,947

－

294,300

－

340,133

378,875

173,400

423,770

407,135383,833

395,447

－

424,544

374,527

技能労務職



３　一般行政職の級別職員数等の状況

（１）一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（令和３年４月１日現在）

（注）１　大分県の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

　　　２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

　　　

４級

主査又は主任の職務

１　主幹又は副主幹の職務
２　困難な業務を行う主査の職務
３　地方機関の課長の職務

１　課長補佐（室長補佐を含む。以下同じ。）
の職務
２　困難な業務を行う主幹の職務
３　困難な業務を行う地方機関の課長の職務

１　本庁又は委員会等の事務局の課長（本庁
の所長又は室長を含む。以下同じ。）、総務
企画監又は参事の職務
２　地方機関の次長の職務
３　地方機関の部長、室長、総務企画監又は
参事の職務

標準的な職務内容

1.4%５年前

28.5%

10.9% 16.0% 30.2%

１　本庁の部長又は会計管理者の職務
２　理事の職務
３　委員会等の事務局の長の職務

22.8%

２　　級

３　　級

高度の知識又は経験を必要とする業務を行う
主事又は技師の職務

１　　級

区　　分

3.6%8.5%

0.5%

799人

７級

231,500円

５級

14.5%

527,500円

6.1%

6.2% 0.4%

247人

１年前 16.2% 3.4%

18人

3.2%

１級 ６級３級

９　　級

20.4%19.2% 26.7%

２級

Ｒ３ 12.8%

６　　級

８　　級
１　本庁の審議監又は局長の職務
２　参事監の職務
３　困難な業務を行う地方機関の長の職務

定型的な業務を行う主事及び技師の職務

５　　級

７　　級

1,045人

3.2%

４　　級

753人

26.7%

360人

１　困難な業務を行う本庁又は委員会等の事
務局の課長、総務企画監又は参事の職務
２　地方機関の長の職務
３　困難な業務を行う地方機関の次長の職務
４　困難な業務を行う地方機関の部長、室
長、総務企画監又は参事の職務

8.0% 21.2%

126人

499人

65人

9.2%

458,400円0.5%

1.7% 0.5%

1.8%

20.4%

1.7%

6.3% 362,900円

８級

6.3%

９級

職員数
１号給の
給料月額

12.8%

247,600円

最高号給の
給料月額

146,100円

195,500円

350,000円

304,200円

9.2%

19.2%

410,200円

構成比

408,100円 468,600円

384,200円

289,700円

264,200円

319,200円

394,000円

444,900円

１級 9.2% １級 8.0% １級 8.5%

２級 12.8% ２級 14.5%
２級 10.9%

３級 19.2%
３級 16.2%

３級 16.0%

４級 26.7% ４級 28.5%
４級 30.2%

５級 20.4%
５級 21.2% ５級 22.8%

６級 3.2% ６級 3.4% ６級 3.6%

７級 6.3% ７級 6.1% ７級 6.2%８級 1.7% ８級 1.8% ８級 1.4%

９級 0.5% ９級 0.5% ９級 0.4%
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99.8 -0.2 -0.1
99.7 -0.1
99.7
99.7
99.4 -0.3

0

級別人員構成比
1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 8級 9級 10級

団体 9.2% 12.8% 19.2% 26.7% 20.4% 3.2% 6.3% 1.7% 0.5%

（２）国との給料表カーブ比較（行政職（一））

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

県９級

国10級
大分県（R3）

国家公務員（R3)

（百円）

給

料

月

額

昇 給

令和３年４月１日時点

国９級

国８級

国７級

国６級

国５級

国４級

国３級

国２級

国１級

県１級

県３級

県２級

県５級

県４級

県７級

県６級

県８級



（３）昇給への人事評価の活用状況　(大分県)

イ　人事評価を活用している  

　 　活用している昇給区分

　　上位、標準、下位の区分

　　上位、標準の区分

　　標準、下位の区分

　　標準の区分のみ（一律）

ロ　人事評価を活用していない

　　活用予定時期

４　職員の手当の状況

（１）期末手当・勤勉手当

千円　

（令和２年度支給割合） （令和２年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役 職 加 算：５%～２０% 役 職 加 算：５%～２０%

管理職加算：１０% 管理職加算：１０%～２５%

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

○勤勉手当への人事評価の活用状況　（一般行政職）　（大分県）

イ　人事評価を活用している

　活用している成績率

　 　　上位、標準、下位の区分

　　上位、標準の区分

　　標準、下位の区分

　　標準の区分のみ（一律）

ロ　人事評価を活用していない

　　活用予定時期

（２）退職手当（令和３年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度 月分 月分 最高限度 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給 なし )

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、令和２年度に退職した職員に支給された平均額である。

大分県

（支給率）　　　　　　　　　　自己都合　　　応募認定・定年

47.709

支給可能な
成績率

一般職員

○

○

支給実績が
ある成績率

○

33.27075

管理職員

○ ○

支給可能な
成績率

（1.45）

大分県

1.9

－

2.55

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　     応募認定・定年

○

管理職員

1,684

○ ○ ○

○

一般職員

○

昇給実績が
ある区分

昇給実績が
ある区分

昇給可能な
区分

33.27075

昇給可能な
区分

１人当たり平均支給額（令和２年度）

国

2.55

（0.9）

1.9

47.709

24.586875

39.7575

28.0395

39.757547.709

定年前早期退職特例措置（２～４５%加算）

47.709

令和3年4月2日から令和4年4月1日
までにおける運用

21,7631,350

19.6695 19.6695

○

28.0395

47.709 47.709

国

（1.45） (0.90)

定年前早期退職特例措置（２～４５%加算）

支給実績が
ある成績率

24.586875

令和3年度中における運用



（３）地域手当

（令和３年４月１日現在）

千円

　 円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

平　均　支　給　率 ％ ％

（４）特殊勤務手当（令和３年４月１日現在）

支給実績（令和２年度決算） 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（令和２年度決算） 　 円

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和２年度決算） 　 ％

手当の種類（手当数）

＊詳細は別紙参照

（５）時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

      ２　地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国
　　　　家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて
　　　　補正したラスパイレス指数。
　　　　　（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋
　　　　国の指定基準に基づく地域手当支給率）により算出。）

      ４　広島市については、平成３０年７月豪雨に係る広島県の復旧事業等に従
　　　　事する派遣職員の取扱に関する協定により、広島県の関係規定に基づいて
　　　　支給している。

99.3

0県内全市町村

17.0

国の制度（支給率）

1 0

福岡市

大阪市

6

10

－

栃木県日光市 3.5 1 0

宮城県大河原町

宇都宮市 3.5

（注）１　「国の制度（支給率）」の欄の平均支給率は、企業会計等を除く普通会計か
　　　　ら給与を支給されている一般職の職員に対し国の率で支給したと仮定した場合
　　　　の加重平均の支給率である。

      ３　宮城県仙台市、大河原町については、東日本大震災に係る宮城県の復旧事業
        等に従事する派遣職員の取扱に関する協定等により、宮城県の関係規定に基づ
        いて支給している。

20

10

631,322

太宰府市 3

（注）　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度の４月１日
　　　現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とならない職員を除く。）
　　　であり、短時間勤務職員を含む。

支給職員１人当たり平均支給年額（令和２年度決算）

649,724

552

支給実績（令和元年度決算）

1.5

3,666,984

支給職員１人当たり平均支給年額（令和２年度決算）

支給実績（令和２年度決算）

7

支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算）

支給実績（令和２年度決算）

東京都特別区

16

32,829

28 20

支給率 支給対象職員数

22.1

16.8

6

16 8

支給対象地域

広島市 7.4 2 10

仙台市

183,745

( 99.3 )

17,719

2 6

1

2

555

3,599,148

地域手当補正後ラスパイレス指数

（ラスパイレス指数）

4.5

0

43

      ５　栃木県宇都宮市、日光市については、令和元年東日本台風に係る栃木県の災害
　　　　復旧業務に従事する派遣職員の取扱に関する協定により、栃木県の関係規定に
　　　　基づいて支給している。



（６）その他の手当（令和３年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

328,135

農林漁業普及指導手当

77,454

扶養親族のある職員に対して
支給。
（配偶者6,500円、子10,000
円）

支給実績
（令和２年度決算）

人事委員会が指定する
管理職に対して支給（定額）

交通機関、交通用具利用者
に対して支給。
（２，１００～５５，０００円）

医師のうち採用による欠員の
補充が困難であると認められ
る職で人事委員会規則で定
めるもの。
月額　最高　月額368,000円

千円

千円

7,141 千円

254,043

15,316

1,904,564

211,893

手　当　名

単身赴任者に対して
月額３０，０００円（距離加算あ
り）

管理職手当

交通条件及び自然的、経済
的文化的諸条件に恵まれな
い山間地、離島その他の地域
に所在する小中学校に勤務
する職員に対し支給。
６／１００～２２／１００

同

特地手当

へき地手当

千円

634,756

千円

27,758

同

1,425,599

177,929

扶養手当

同

高等学校で、定時制又は
通信制の課程を行う校長又は
教員、実習助手に対し支給。
5/100・3/100
4/100・2/100   （管理職手当
受給者）

上限額等を
国より低く設

定

同

離島その他の生活の著しく
不便な地に所在する公署に
勤務する職員に対し支給。
４／１００～１２／１００

高等学校で農業、水産、工業
に係る産業教育に従事する
教員に対して支給。
５／１００以内

千円

定時制通信教育手当

農林水産業者に対して普及
指導を行う職員又は調査研究
を行う職員に対し支給。
８／１００

60,586

宿日直を命ぜられた職員に対
して支給。
（1回につき4,400円～21,000
円）

産業教育手当

千円

千円義務教育等教員特別手当

管理職員特別勤務手当

小学校、中学校、高等学校、
盲学校、ろう学校及び特別支
援学校に勤務する教員に対し
級号給に応じて支給。

78,143

249,55372,620

千円

管理職手当を受給している職員が休日
等において、臨時又は緊急の業務のた
め勤務した場合に支給。
４，０００円～１２，０００円

71,724

平均支給年額

宿日直手当

同

単身赴任手当

初任給調整手当

一部異なる通勤手当

国の制度と
の異同

国の制度と
異なる内容

2,336,636

千円

同

同 千円

66,601

1,087,318

住居手当 千円

千円

１／２加算

内容及び支給単価

月額１２，０００円を超える家賃
を支払っている職員に対して
支給。　（２７，０００円上限）

177,408

（令和２年度決算）

302,150

331,612

支給職員１人当たり

357,050

285,808

一部異なる

888,013

千円

707,889

317,204

451,596



別紙

保健所等職員
伝染病患者等の救護又は伝染病菌が付着した
物件の処理作業等

1日290円（新型コロナウイルス感染症特例　1日3,000～4,000円）

消防訓練手当 消防学校職員 消防学校の教育訓練の基準に定める教育訓練 1日720円

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

税務手当 県税事務所等職員 県税の賦課徴収事務 １日600～700円

一般職員

支給実績（令和２年度決算）

20,966千円

細菌検査、放射線作業手当 保健所等職員
病理細菌検査又は人体へ放射線を照射する作
業

１日650円

理療科手当 理療に関する実技の教育指導に従事した場合

危険物取扱手当 消防保安室等職員
火薬類取締法等に規定する検査、有毒ガスの発
生を伴う化学分析等

精神障害者訪問指導等手当 精神障害者等の家庭訪問指導等

社会福祉業務手当

担当兼務手当 高校学校職員
全日制課程の職員が定時制課程の教科を担任
して従事する場合等

災害時緊急作業・修学旅行等指導手当 学校職員
非常災害時等の緊急業務又は修学旅行等の指
導業務

学校職員
教務その他の教育に関する業務についての連絡
調整及び指導助言

1日290～300円

家畜等取扱手当 保健所等職員 と畜検査、食鳥検査及び家畜の直腸検査等 1日230～680円

狂犬病予防作業手当

特殊現場作業手当

1日290円

潜水作業手当

保健所等職員

土木事務所等職員 特殊建設現場における危険の伴う作業

潜水作業 1時間　310円～1,500円（潜水深度に応じる）

1日290円～600円

水産試験場等職員

保健所等職員 社会福祉業務

1日230円～270円

793千円

直腸検査補助手当

保健所等職員

畜産研究部等職員 家畜の直腸検査の補助作業

伝染病防疫作業手当
家畜保健所等職員

家畜伝染病のまん延を防止するために行うと殺
作業等

1日290円

家畜等取扱手当 畜産研究部等職員 特に危険を伴う種畜の取扱い 1日230円

伝染病患者等の救護又は伝染病菌が付着した
物件の処理作業等

1日290円

危険物取扱手当 農業大学校等職員
有毒ガスの発生を伴う化学分析又は有毒農薬を
使用した農作物の害虫駆除

保健所等職員

1日230円

用地交渉手当 土木事務所等職員 １日580円

漁業取締手当 漁業管理課職員

公共用地の取得等に係る所有者及び権利者と
直接面接して行う交渉

漁業関係法規違反の疑いがある船舶に係る海上
で行う漁具等の検査、被疑者の検挙等

１日500円

し尿処理施設の検査作業

1日350円

用地交渉手当 土木事務所等職員
公共用地の取得等に係る所有者及び権利者と
直接面接して行う交渉

１日580円

社会福祉業務手当 こども・女性相談支援センター等職員 社会福祉業務の補助業務 1日290円

21千円

災害応急手当 土木事務所等職員
重大な災害の発生した箇所若しくは発生するお
それの著しい箇所で行う応急作業等

巡回監視１日350円　応急作業等１日530円

保健所等職員 狂犬病の予防注射、咬傷犬の検診等 1日350円

し尿処理施設検査手当 保健所等職員

公害防止手当 保健所等職員 公害関係法規に基づく工場等への立入検査等 １日230円

土木事務所等職員
重大な災害の発生した箇所若しくは発生するお
それの著しい箇所で行う応急作業等

巡回監視1日350円　応急作業等1日530円

航空機搭乗作業手当 廃棄物対策課等職員 航空機に搭乗して行う作業 １時間1,900円

犯罪捜査等従事手当　１日560円　等

多学年学級手当 学校職員 多学年学級における授業又は指導 1日290円

201,371千円

県立盲学校職員

夜間定時制勤務手当 定時制高校職員
高等学校の夜間定時制課程に本務として勤務す
る場合

教育職員以外の職員　１日200円

実習船指導教官手当 海洋科学高校職員 練習船に乗り組んで行う指導業務 遠洋漁業実習1日5,100円　それ以外1日1，700円

１日100円

68,416千円

千円

危険物取扱手当 農業高校職員
有毒農薬を使用して行う農作物等の害虫防除作
業

1日290円

介護業務従事手当 特別支援学校職員 児童又は生徒の介護業務に従事した場合 １日250円

高校学校職員
畜産、農産物加工その他実習に関する業務に夜
間宿泊して従事した場合

月額　1,300円

1日1,400円～8,000円

入学者選抜事務手当 学校職員 週休日等に入学者選抜事務に従事する場合 １時間　400円以内

教育業務連絡指導手当 1日200円

１体300円

1日230円

技能労務職員

千円

千円

千円

通信教育添削指導等手当 学校職員 通信教育の添削指導等 1月4,000円～6,000円

動物死がい処理等手当 土木事務所職員
動物の死がい処理等の応急措置若しくは緊急対
応の業務等

実技指導補助手当 実習生等の実技指導の補助

1日380円（牛のと殺 1日760円）5千円

164千円

1,072千円

8千円

伝染病防疫作業手当
家畜保健所等職員

家畜伝染病のまん延を防止するために行うと殺
作業等

1日380円（牛のと殺 1日760円）

1日230円

農業大学校等職員

危険現場作業手当

8,479千円

241千円

１時間　1,300円以内

416千円

2,365千円

1,329千円

205千円

警察手当 警察職員 犯罪予防及び捜査等

364千円

6千円

995千円

46千円

6千円

災害応急作業手当

740千円

187千円

１日230円

2,813千円

454千円

206千円

37千円

1,026千円

学校職員

千円

335千円

1,610千円

36千円

138千円

139千円

292,352千円

昼夜間兼務手当（1週15以上）

消防訓練補助業務手当 消防学校職員
消防学校の教育訓練の基準に定める教育訓練
の補助業務

千円

178千円

130千円

24千円

狂犬病予防作業手当 違反犬の捕獲等

40千円

70千円

動物死がい処理等手当 土木事務所職員
動物の死がい処理等の応急措置若しくは緊急対
応の業務等

129千円 １体300円

警察職員

土木事務所等職員 危険を伴う現場での業務 1日230円



５　特別職の報酬等の状況（令和３年４月１日現在）

円

円

円

円

円

月分

月分

　　（算定方式） 　（１期の手当額） 　（支給時期）

退職又は任期満了時

退職又は任期満了時

 　       

1,201,320

区 分

報

酬

副 知 事 959,320

778,000

給　　　　　　　　料　　　　　　　　月　　　　　　　　額　　　　　　　　等

32,407,961
退
職
手
当

給

料

知 事

3.35

　　（令和２年度支給割合）

備　　　　　考

861,000

971,000

副 知 事

　　（令和２年度支給割合）知 事

議 員

議 長

17,237,368給料×在職月数×０．３６７

給料×在職月数×０．５５１

期
末
手
当

3.35

議 長

副 議 長

副 議 長

知 事

副 知 事

議 員

(注）　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期 （４年＝４８月）勤め
　　た場合における退職手当の見込額である。



６．職員数の状況

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由
(単位：人)

（注）１　職員数は一般職に属する職員数であり、不測の退職等による欠員を含む。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

　　　３　数値は令和２年は４月１日現在のもの、令和３年は４月１日現在のものである。

（２）年齢別職員構成の状況（令和３年４月１日現在）

　

（注）職員数は総務省定員管理調査の結果（実員ベース）によるもので、上記（１）の数字と異なる。

0

△ 2

△ 13

主　な　増　減　理　由

精神医療センター開設に係る医師・看護師等の増員

電子県庁推進業務等を総務部へ移管等

過員解消等

過員解消等

業務援助の減等

新型コロナウイルス感染症対応体制強化、児童相談所体制
強化等

財務会計システム開発等

△ 1

0

0

△ 1

2,541 827

人 人

29

40歳

業務援助の減

正規職員比率の引上げ等

56歳

120

60歳52歳

計

以上

人

0

43歳

～

55歳

人

51歳

1,747

11

9,878

　 　[　     △17］

～

105

2,048

47歳

48歳

～

17,765

人 人

2,274

59歳

32歳

～

人

44歳

～

対前年
増減数

16,881

296

661 659

79

令和３年

職　　　員　　　数

946

160

7212,254

19

12,326

73

812

17,001

9,805

△ 2

42

0

令和２年

946

　　　　　　　　　　区　　分

　部　　門

総 務 部

一
般
行
政
部
門 811

60

3,815

621

223

企 画 振 興 部

福 祉 保 健 部

生 活 環 境 部

283

579

223

158

商工観光労働
部

農 林 水 産 部

811

707

19

36歳

　　[      18,016］ 　　[      17,999］

土 木 建 築 部

会 計 管 理 局

726

3,844

65

行 政 委 員 会

2,437 2,437

78

5

特
別
行
政
部
門

　公
　営会
　企計
　業部
　等門

職員数
70

小　計

合　　計

815

23歳

20歳

～

20歳

区　分

人

電 気 ・ 工 業用 水道

人

病 院

未満

小　計

警 察

教 育

1,362 1,560

人 人

大 学

小　計

～
831

～

24歳

12

105

人人

1,684 1,516

31歳 39歳

1,321

27歳 35歳

28歳

～ ～

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

構成比

５年前の構成比

%



（３）職員数の推移

（単位：人・％）

　　　　　　　　　年　度
部門別

平成２８年 平成２９年 平成３０年
平成３１年
令和元年

令和２年 令和３年

一般行政 3,807 3,828 3,827 3,785 3,798 3,862 55 (1.4％)

教育 9,938 9,920 9,854 9,831 9,825 10,654 716 (7.2％)

警察 2,393 2,390 2,400 2,418 2,398 2,410 17 (0.7％)

普通会計計 16,138 16,138 16,081 16,034 16,021 16,926 788 (4.9％)

公営企業等会計計 749 755 768 778 819 839 90 (12.0％)

総合計 16,887 16,893 16,849 16,812 16,840 17,765 878 (5.2％)

（注1）職員数は総務省定員管理調査の結果（実員ベース）によるもので、上記（１）の数字と異なる。

（注2）令和３年の調査結果が増加している主な理由は、臨時的任用職員の任用制度適正化により調査対象となる臨時的任用

　　　 職員が増加したことによるものである。

過去５年間の
増減数（率）


